
学都仙台コンソーシアム参加校・団体

宮城の復興から全国へ

宮城県知事

村井 嘉浩

　学都仙台コンソーシアムにおける復興大学の御尽力もあり、東日本大

震災直後から今日に至るまで、我が県の震災復興は着実に歩みを進めて

まいりました。関係者の皆様の御協力に対し、心より感謝申し上げます。

　年月の経過とともに、被災地及び被災者が抱える課題も多様化してい

る中、復興大学が様々な課題に向き合いながら、活動を継続されている

ことを心強く感じるとともに、被災地の復興を担う頼もしい人材が育って

きていると実感しております。

　また、全国で大規模災害が相次いで発生しておりますが、復興大学の

活動は県内にとどまらず、各地で復興支援を行う大学等と連携した活動

を行っており、ふるさと宮城で培った復興支援のノウハウが全国に広

がっていることを、誇らしく感じております。

今後も復興大学による活動が、県内の復興を後押しし、培った知見が全

国他地域の復興にも寄与されることを願っております。

学都ネットワークを活かして経験を未来へつなぐ

仙台市長

郡 和子

　復興大学におかれましては、震災直後より、人材育成・教育復興支援・

企業支援・ボランティア支援の４事業を柱に、幅広い分野で被災地の復

興の原動力として活躍されてこられました。

　近年では、市民向け講座や県外でのセミナー開催、ボランティア活動

を通じた全国の大学との連携・学生間の交流促進等、震災の経験や

培ったノウハウを広く発信していく取り組みも積極的に進められており

ます。学都仙台の知の力とネットワークを活かしたこのような取り組み

は、本市はもちろんのこと、いつどこで起こるか分からない災害への大き

な備えになっていると感じております。

　本市におきましては、5年間の震災復興計画期間を終えて以降も、平成

29年４月には荒浜小学校を震災遺構として公開し、多くの方に津波の被

害の大きさ等を実感していただいているほか、「国連防災世界会議」や

「世界防災フォーラム」の開催により、日本のみならず、世界に向けて未来

を見据えた本市の防災の取り組みを継続的に発信しているところです。

　復興は、再生から発展へ向けて新たな段階に進もうとしています。今

後も、震災の経験を風化させることのないよう、震災から得た教訓や知

見を未来への糧として、共に発信してまいりましょう。
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お問合せ先

「復興大学」全般に関するお問合せ

復興大学事務局（東北工業大学 地域連携センター）　〒982-8577 仙台市太白区八木山香澄町35番1号

022-305-3818TEL

http://www.fukkou-daigaku.gakuto-sendai.jp/contact/URL

022-305-3808FAX fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

復興人材育成教育

東北工業大学 地域連携センター

022-305-3818TEL

fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

教育復興支援

宮城教育大学 研究・連携推進課研究協力係

022-214-3856TEL

fukkou@adm.miyakyo-u.ac.jpE-mail

企業支援ワンストップサービス

東北工業大学 地域連携センター

022-305-3801TEL

fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

石巻専修大学 開放センター

0225-22-7716TEL

kaiho@isenshu-u.ac.jpE-mail

尚絅学院大学 連携交流課

022-381-3315TEL

renkei@shokei.ac.jpE-mail

災害ボランティアステーション

東北学院大学 地域共生推進課

022-264-6522TEL

revolu@mail.tohoku-gakuin.ac.jpE-mail

発行／2019年 3月

復興人材育成教育

災害発生から復興までを科学する

社会の諸課題に主体的に取り組む姿勢を育む

教育復興支援

教育現場における心のケア支援

震災復興・防災教育に関わる勉強会・研修会の実施

企業支援ワンストップサービス

産学官連携による地域、企業の復興・再生・発展・

イノベーションの創出支援

災害ボランティアステーション

連携する大学間・地域内外とのネットワークの発展・拡充

ネットワーク間の情報共有化・研修プログラムの実施



学都仙台コンソーシアム参加校・団体

宮城の復興から全国へ

宮城県知事

村井 嘉浩

　学都仙台コンソーシアムにおける復興大学の御尽力もあり、東日本大

震災直後から今日に至るまで、我が県の震災復興は着実に歩みを進めて

まいりました。関係者の皆様の御協力に対し、心より感謝申し上げます。

　年月の経過とともに、被災地及び被災者が抱える課題も多様化してい

る中、復興大学が様々な課題に向き合いながら、活動を継続されている

ことを心強く感じるとともに、被災地の復興を担う頼もしい人材が育って

きていると実感しております。

　また、全国で大規模災害が相次いで発生しておりますが、復興大学の

活動は県内にとどまらず、各地で復興支援を行う大学等と連携した活動

を行っており、ふるさと宮城で培った復興支援のノウハウが全国に広

がっていることを、誇らしく感じております。

今後も復興大学による活動が、県内の復興を後押しし、培った知見が全

国他地域の復興にも寄与されることを願っております。

学都ネットワークを活かして経験を未来へつなぐ

仙台市長

郡 和子

　復興大学におかれましては、震災直後より、人材育成・教育復興支援・

企業支援・ボランティア支援の４事業を柱に、幅広い分野で被災地の復

興の原動力として活躍されてこられました。

　近年では、市民向け講座や県外でのセミナー開催、ボランティア活動

を通じた全国の大学との連携・学生間の交流促進等、震災の経験や

培ったノウハウを広く発信していく取り組みも積極的に進められており

ます。学都仙台の知の力とネットワークを活かしたこのような取り組み

は、本市はもちろんのこと、いつどこで起こるか分からない災害への大き

な備えになっていると感じております。

　本市におきましては、5年間の震災復興計画期間を終えて以降も、平成

29年４月には荒浜小学校を震災遺構として公開し、多くの方に津波の被

害の大きさ等を実感していただいているほか、「国連防災世界会議」や

「世界防災フォーラム」の開催により、日本のみならず、世界に向けて未来

を見据えた本市の防災の取り組みを継続的に発信しているところです。

　復興は、再生から発展へ向けて新たな段階に進もうとしています。今

後も、震災の経験を風化させることのないよう、震災から得た教訓や知

見を未来への糧として、共に発信してまいりましょう。

復
興
大
学
へ
の
期
待

お問合せ先

「復興大学」全般に関するお問合せ

復興大学事務局（東北工業大学 地域連携センター）　〒982-8577 仙台市太白区八木山香澄町35番1号

022-305-3818TEL

http://www.fukkou-daigaku.gakuto-sendai.jp/contact/URL

022-305-3808FAX fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

復興人材育成教育

東北工業大学 地域連携センター

022-305-3818TEL

fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

教育復興支援

宮城教育大学 研究・連携推進課研究協力係

022-214-3856TEL

fukkou@adm.miyakyo-u.ac.jpE-mail

企業支援ワンストップサービス

東北工業大学 地域連携センター

022-305-3801TEL

fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

石巻専修大学 開放センター

0225-22-7716TEL

kaiho@isenshu-u.ac.jpE-mail

尚絅学院大学 連携交流課

022-381-3315TEL

renkei@shokei.ac.jpE-mail

災害ボランティアステーション

東北学院大学 地域共生推進課

022-264-6522TEL

revolu@mail.tohoku-gakuin.ac.jpE-mail

発行／2019年 3月

復興人材育成教育

災害発生から復興までを科学する

社会の諸課題に主体的に取り組む姿勢を育む

教育復興支援

教育現場における心のケア支援

震災復興・防災教育に関わる勉強会・研修会の実施

企業支援ワンストップサービス

産学官連携による地域、企業の復興・再生・発展・

イノベーションの創出支援

災害ボランティアステーション

連携する大学間・地域内外とのネットワークの発展・拡充

ネットワーク間の情報共有化・研修プログラムの実施



01

02

03

04

　あの東日本大震災から多くの月日が流れました。

社会では被災の風化が言われるようになっておりま

すが、いくら時間が経過しても、あの災害で、親族、友

人、知人を失った悲しみは小さくなるものではありま

せん。あらためまして、犠牲になられた多くの方々に

心からの哀悼の意を表する次第です。

　さて、復興大学は、震災直後から、被災地の復興

のために種々のプログラムをもってその運営にあたっ

て参りました。これまでこの事業に参加した学生諸

君、そして一般社会人の皆さんは、大震災で困難な状

況にある人の苦悩と痛みを知り、心底から被災者と

被災地を支える人になることに努力してきたと思いま

す。しかし、現地を見る限り、復興は、ずいぶん時間

がたったとは言えまだまだその途上であることは明ら

かです。3.11の東日本大震災は、日本という国のあり

方、個人の生き方、あるいは科学技術のあり方を根本

から問い直すことになったはずですが、現実の歩みは

どうでしょうか。

　復興大学では、もう一度私たちの立つ原点を確認

するとともに復興の意味を問い直したいと思っており

ます。未来に向かって希望の持てる復興に少しでも

近づけるよう、復興大学とともに歩みを進めて行きま

しょう。

学都仙台コンソーシアム復興大学部会　部会長

復興大学とともに
復興の政治学から経済学、社会学、思想、生活構築学および科学技術まで

の普遍的に応用可能な幅広い教育内容を実施することにより、人間・社

会・技術などに関する重要なテーマの基本的素養と広い視野を育成する。

座学のみでなく現場でのフィールドワーク、復興をめぐる学生や受講生同

士の議論等を取り入れる中で、社会の諸課題に主体的に取り組む姿勢を

も涵養する。

目的 事業概要

“学生”に加えて“一般市民・県民”を対象とした教育コースを開講する。コース科

目は「復興の政治学」、「復興の経済学」、「復興の社会学」、「復興の思想」、「復興

のための生活構築学」及び「復興の科学技術」の６科目とする。本コースの事業

内容等を迅速にWebサイト等で公表するなど、情報を発信し、被災地の復興・

新生に寄与する。

事業計画

地域の復興に関わりつつ学び、コー

スを修了し、各大学を卒業した後、

災害発生時などの未知の問題に柔

軟かつ迅速に現場で対応でき、日

本全国さらには世界各地の新生を

担うリーダーとして活躍できる人材

を育成する。

宮城県教育委員会、仙台市教育委員会等との連携のもと、学都仙台コン

ソーシアム加盟大学、国立教員養成系大学・学部と連携・協働しながら、教

育現場のニーズに対応した支援を実施する。活動としては、学生ボランティ

アを活用した学校での児童・生徒への学習支援、授業中や放課後の教員補

助、子どもや教員・保護者への心のケア支援、現職教員等を対象としたセミ

ナーの企画・実施、教育委員会や学校等の依頼に基づく各種研修会や説明

会への講師派遣を実施する。

目的 事業概要

宮城県教育委員会及び仙台市教育委員会等と連携しながら、被災地域の教育委員

会や各学校の支援ニーズの把握に努め、要請のあった被災地域の各学校に本学学

生や連携している他大学学生をボランティアとして派遣し、児童・生徒の個別学習

指導や教員補助にあたる学校支援活動を昨年度に引き続き実施する。また、教員を

志す学生が、現職教員との交流を通じて復興や防災を学ぶ機会を創出する。

さらに、震災復興や防災教育に関わる勉強会や研修会、キャリア教育や心のケ

ア支援に関する講習会等を実施し、被災地域を中心とした学校現場に質の高い

支援を継続的に実施していく。

事業計画

東日本大震災で甚大な被害を被っ

た宮城県の教育の復興、県内の児

童・生徒の確かな学力の定着・向

上及び現職教員の支援を中長期

的に行う。

コーディネーターや関係教員による地域巡回訪問を通して、地域や企業の

抱える課題を調査・抽出し、専門家や有識者の助言をもとに、課題内容に応

じた学術機関や大学教員とのマッチング、外部資金獲得に向けての支援、解

決のためのプロジェクト化の推進、各大学・高専との共同研究等の課題解決

に向けた支援を行う。また、地域や自治体と連携し、持続可能な社会にむけ

ての提言・実践を行うと共に、学生に対して現場実習の場として被災地域や

企業の視察・研修を実施し、復興・発展支援にかかわる実践的な人材育成

を図る。

目的 事業概要

自治体、企業への巡回訪問の実施/企業課題に対応するために学術機関等と

のマッチングや外部資金獲得支援/短期課題対応（大学教員とのマッチング、

外部資金獲得に向けての支援）/中長期課題対応（プロジェクト化推進・課題

のブラッシュアップ・各大学・高専との共同研究等の糸口とする）/地方自治体

と連携し、持続可能な地域づくりの提案・実践を行う/復興・発展に関わる人

材の育成（学生に対する被災地域や企業視察・研修の実施）/企業や学生が意

見交換をできる場の提供/各種展示会やフォーラムへの参画を通じて、県内

外に本事業の活動内容を発信する。

事業計画

被災地企業・団体の再生・発展に必

要とされる支援活動を実施し被災し

た方々と共に、震災復興の障害と

なっているさまざまな課題に対し支

援・提言を行い、地域の復興と活性

化に貢献する。

被災地支援活動におけるミスマッチ低減のため、これまで東北学院大学が

中核となって実施してきた、ネットワーク参加大学間の地域間連携と学都仙

台コンソーシアム加盟大学の間の地域内連携を効果的に接続したネット

ワークの発展・拡充を行う。そのネットワークを運営しながら、県内はもとよ

り、全国で発生する災害からの復旧・復興を支援するボランティアの中心的

役割を担える人材を育成し、また個々のスキルにとどまらずボランティアセン

ターの運営技術習得も目指した事業内容を展開していく。

目的 事業概要

①宮城県における大学間連携災害復興ボランティア活動

②宮城県と全国の学生を対象とした大学間連携災害復興ボランティア・夏ボラ活動

③大学間連携災害復興ボランティアスタディツアー

④大学間連携災害ボランティアシンポジウム
全国の学生間交流、学生ボランティアの意義を高めるプログラム。

⑤みやぎ招へいプログラム
被災県の大学生を宮城に招へいし、復興過程を学び、今後の連携づくりの機会とする。
また、大きな災害を経験した地域の若者が互いを刺激し合い、助け合うことで今後の
復興及びまちづくりの担い手づくりの機会とする。

事業計画

宮城県内・全国で発生する災害か

らの復旧・復興を支援する学生ボ

ランティアの役割を担える人材を

育成しながら、幅広い地域での大

学間連携を強化し、今後の災害へ

の備えとする。

復興人材育成教育
リーダーとして活躍できる人材育成
幅広い教育内容と実践

災害発生から復興までを科学する
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地域、企業の復興・再生・発展・イノベーションの創出支援

災害ボランティアステーション
需要と支援活動のベストマッチング

連携する大学間・地域内外とのネットワークの発展・拡充
ネットワーク間の情報共有化・研修プログラムの実施
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せん。あらためまして、犠牲になられた多くの方々に

心からの哀悼の意を表する次第です。

　さて、復興大学は、震災直後から、被災地の復興

のために種々のプログラムをもってその運営にあたっ

て参りました。これまでこの事業に参加した学生諸

君、そして一般社会人の皆さんは、大震災で困難な状

況にある人の苦悩と痛みを知り、心底から被災者と

被災地を支える人になることに努力してきたと思いま

す。しかし、現地を見る限り、復興は、ずいぶん時間

がたったとは言えまだまだその途上であることは明ら

かです。3.11の東日本大震災は、日本という国のあり

方、個人の生き方、あるいは科学技術のあり方を根本

から問い直すことになったはずですが、現実の歩みは

どうでしょうか。

　復興大学では、もう一度私たちの立つ原点を確認

するとともに復興の意味を問い直したいと思っており

ます。未来に向かって希望の持てる復興に少しでも

近づけるよう、復興大学とともに歩みを進めて行きま

しょう。

学都仙台コンソーシアム復興大学部会　部会長

復興大学とともに
復興の政治学から経済学、社会学、思想、生活構築学および科学技術まで

の普遍的に応用可能な幅広い教育内容を実施することにより、人間・社

会・技術などに関する重要なテーマの基本的素養と広い視野を育成する。

座学のみでなく現場でのフィールドワーク、復興をめぐる学生や受講生同

士の議論等を取り入れる中で、社会の諸課題に主体的に取り組む姿勢を

も涵養する。

目的 事業概要

“学生”に加えて“一般市民・県民”を対象とした教育コースを開講する。コース科

目は「復興の政治学」、「復興の経済学」、「復興の社会学」、「復興の思想」、「復興

のための生活構築学」及び「復興の科学技術」の６科目とする。本コースの事業

内容等を迅速にWebサイト等で公表するなど、情報を発信し、被災地の復興・

新生に寄与する。

事業計画

地域の復興に関わりつつ学び、コー

スを修了し、各大学を卒業した後、

災害発生時などの未知の問題に柔

軟かつ迅速に現場で対応でき、日

本全国さらには世界各地の新生を

担うリーダーとして活躍できる人材

を育成する。

宮城県教育委員会、仙台市教育委員会等との連携のもと、学都仙台コン

ソーシアム加盟大学、国立教員養成系大学・学部と連携・協働しながら、教

育現場のニーズに対応した支援を実施する。活動としては、学生ボランティ

アを活用した学校での児童・生徒への学習支援、授業中や放課後の教員補

助、子どもや教員・保護者への心のケア支援、現職教員等を対象としたセミ

ナーの企画・実施、教育委員会や学校等の依頼に基づく各種研修会や説明

会への講師派遣を実施する。

目的 事業概要

宮城県教育委員会及び仙台市教育委員会等と連携しながら、被災地域の教育委員

会や各学校の支援ニーズの把握に努め、要請のあった被災地域の各学校に本学学

生や連携している他大学学生をボランティアとして派遣し、児童・生徒の個別学習

指導や教員補助にあたる学校支援活動を昨年度に引き続き実施する。また、教員を

志す学生が、現職教員との交流を通じて復興や防災を学ぶ機会を創出する。

さらに、震災復興や防災教育に関わる勉強会や研修会、キャリア教育や心のケ

ア支援に関する講習会等を実施し、被災地域を中心とした学校現場に質の高い

支援を継続的に実施していく。

事業計画

東日本大震災で甚大な被害を被っ

た宮城県の教育の復興、県内の児

童・生徒の確かな学力の定着・向

上及び現職教員の支援を中長期

的に行う。

コーディネーターや関係教員による地域巡回訪問を通して、地域や企業の

抱える課題を調査・抽出し、専門家や有識者の助言をもとに、課題内容に応

じた学術機関や大学教員とのマッチング、外部資金獲得に向けての支援、解

決のためのプロジェクト化の推進、各大学・高専との共同研究等の課題解決

に向けた支援を行う。また、地域や自治体と連携し、持続可能な社会にむけ

ての提言・実践を行うと共に、学生に対して現場実習の場として被災地域や

企業の視察・研修を実施し、復興・発展支援にかかわる実践的な人材育成

を図る。

目的 事業概要

自治体、企業への巡回訪問の実施/企業課題に対応するために学術機関等と

のマッチングや外部資金獲得支援/短期課題対応（大学教員とのマッチング、

外部資金獲得に向けての支援）/中長期課題対応（プロジェクト化推進・課題

のブラッシュアップ・各大学・高専との共同研究等の糸口とする）/地方自治体

と連携し、持続可能な地域づくりの提案・実践を行う/復興・発展に関わる人

材の育成（学生に対する被災地域や企業視察・研修の実施）/企業や学生が意

見交換をできる場の提供/各種展示会やフォーラムへの参画を通じて、県内

外に本事業の活動内容を発信する。

事業計画

被災地企業・団体の再生・発展に必

要とされる支援活動を実施し被災し

た方々と共に、震災復興の障害と

なっているさまざまな課題に対し支

援・提言を行い、地域の復興と活性

化に貢献する。

被災地支援活動におけるミスマッチ低減のため、これまで東北学院大学が

中核となって実施してきた、ネットワーク参加大学間の地域間連携と学都仙

台コンソーシアム加盟大学の間の地域内連携を効果的に接続したネット

ワークの発展・拡充を行う。そのネットワークを運営しながら、県内はもとよ

り、全国で発生する災害からの復旧・復興を支援するボランティアの中心的

役割を担える人材を育成し、また個々のスキルにとどまらずボランティアセン

ターの運営技術習得も目指した事業内容を展開していく。

目的 事業概要

①宮城県における大学間連携災害復興ボランティア活動

②宮城県と全国の学生を対象とした大学間連携災害復興ボランティア・夏ボラ活動

③大学間連携災害復興ボランティアスタディツアー

④大学間連携災害ボランティアシンポジウム
全国の学生間交流、学生ボランティアの意義を高めるプログラム。

⑤みやぎ招へいプログラム
被災県の大学生を宮城に招へいし、復興過程を学び、今後の連携づくりの機会とする。
また、大きな災害を経験した地域の若者が互いを刺激し合い、助け合うことで今後の
復興及びまちづくりの担い手づくりの機会とする。

事業計画

宮城県内・全国で発生する災害か

らの復旧・復興を支援する学生ボ

ランティアの役割を担える人材を

育成しながら、幅広い地域での大

学間連携を強化し、今後の災害へ

の備えとする。

復興人材育成教育
リーダーとして活躍できる人材育成
幅広い教育内容と実践

災害発生から復興までを科学する
社会の諸課題に主体的に取り組む姿勢を育む

教育復興支援
児童・生徒の学習指導や教員の補助

教育現場における心のケア支援
震災復興・防災教育に関わる勉強会・研修会の実施

企業支援ワンストップサービス
被災地域・企業への巡回訪問と課題の抽出
解決への提言・実践

産学官連携による
地域、企業の復興・再生・発展・イノベーションの創出支援

災害ボランティアステーション
需要と支援活動のベストマッチング

連携する大学間・地域内外とのネットワークの発展・拡充
ネットワーク間の情報共有化・研修プログラムの実施
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学都仙台コンソーシアム参加校・団体

宮城の復興から全国へ

宮城県知事

村井 嘉浩

　学都仙台コンソーシアムにおける復興大学の御尽力もあり、東日本大

震災直後から今日に至るまで、我が県の震災復興は着実に歩みを進めて

まいりました。関係者の皆様の御協力に対し、心より感謝申し上げます。

　年月の経過とともに、被災地及び被災者が抱える課題も多様化してい

る中、復興大学が様々な課題に向き合いながら、活動を継続されている

ことを心強く感じるとともに、被災地の復興を担う頼もしい人材が育って

きていると実感しております。

　また、全国で大規模災害が相次いで発生しておりますが、復興大学の

活動は県内にとどまらず、各地で復興支援を行う大学等と連携した活動

を行っており、ふるさと宮城で培った復興支援のノウハウが全国に広

がっていることを、誇らしく感じております。

今後も復興大学による活動が、県内の復興を後押しし、培った知見が全

国他地域の復興にも寄与されることを願っております。

学都ネットワークを活かして経験を未来へつなぐ

仙台市長

郡 和子

　復興大学におかれましては、震災直後より、人材育成・教育復興支援・

企業支援・ボランティア支援の４事業を柱に、幅広い分野で被災地の復

興の原動力として活躍されてこられました。

　近年では、市民向け講座や県外でのセミナー開催、ボランティア活動

を通じた全国の大学との連携・学生間の交流促進等、震災の経験や

培ったノウハウを広く発信していく取り組みも積極的に進められており

ます。学都仙台の知の力とネットワークを活かしたこのような取り組み

は、本市はもちろんのこと、いつどこで起こるか分からない災害への大き

な備えになっていると感じております。

　本市におきましては、5年間の震災復興計画期間を終えて以降も、平成

29年４月には荒浜小学校を震災遺構として公開し、多くの方に津波の被

害の大きさ等を実感していただいているほか、「国連防災世界会議」や

「世界防災フォーラム」の開催により、日本のみならず、世界に向けて未来

を見据えた本市の防災の取り組みを継続的に発信しているところです。

　復興は、再生から発展へ向けて新たな段階に進もうとしています。今

後も、震災の経験を風化させることのないよう、震災から得た教訓や知

見を未来への糧として、共に発信してまいりましょう。

復
興
大
学
へ
の
期
待

お問合せ先

「復興大学」全般に関するお問合せ

復興大学事務局（東北工業大学 地域連携センター）　〒982-8577 仙台市太白区八木山香澄町35番1号

022-305-3818TEL

http://www.fukkou-daigaku.gakuto-sendai.jp/contact/URL

022-305-3808FAX fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

復興人材育成教育

東北工業大学 地域連携センター

022-305-3818TEL

fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

教育復興支援

宮城教育大学 研究・連携推進課研究協力係

022-214-3856TEL

fukkou@adm.miyakyo-u.ac.jpE-mail

企業支援ワンストップサービス

東北工業大学 地域連携センター

022-305-3801TEL

fukkoudaigaku@tohtech.ac.jpE-mail

石巻専修大学 開放センター

0225-22-7716TEL

kaiho@isenshu-u.ac.jpE-mail

尚絅学院大学 連携交流課

022-381-3315TEL

renkei@shokei.ac.jpE-mail

災害ボランティアステーション

東北学院大学 地域共生推進課

022-264-6522TEL

revolu@mail.tohoku-gakuin.ac.jpE-mail
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復興人材育成教育

災害発生から復興までを科学する

社会の諸課題に主体的に取り組む姿勢を育む

教育復興支援

教育現場における心のケア支援

震災復興・防災教育に関わる勉強会・研修会の実施

企業支援ワンストップサービス

産学官連携による地域、企業の復興・再生・発展・

イノベーションの創出支援

災害ボランティアステーション

連携する大学間・地域内外とのネットワークの発展・拡充

ネットワーク間の情報共有化・研修プログラムの実施




